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　市の財政状況を皆さんに知っていただくため、令和3年度の普通会計決算状況を公表します。
令和3年度の決算状況をお知らせします令和3年度の決算状況をお知らせします
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１．市の会計について
　一般会計
　市が行う仕事の大部分を賄う予算で、市税や国・県からの負担金などを財源としています。
　特別会計
　市が特定の事業を行う場合に、その事務や経理の内容を明確にするため、一般会計とは別に設けたものです。市の特別会計
は、国民健康保険事業・土地取得事業・住宅新築資金等貸付事業・介護保険事業・後期高齢者医療の５つの会計があります。
　なお、住宅新築資金等貸付事業特別会計は令和３年度末をもって廃止となりました。
　普通会計
　一般会計と特別会計のうち土地取得事業、住宅新築資金等貸付事業および介護保険事業をひとまとめにしたもので、個々
の地方公共団体の財政状況を統一的に比較するために統計上用いる会計区分です。

２．令和3年度決算について
　歳　入
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市税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
自動車取得税交付金
自動車税環境性能割交付金
法人事業税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
地方債
合計

29,323,832
602,193
23,506
232,834
253,498
4,666,422
88,142

10
68,902
352,649
552,773
4,628,463
22,249
334,117
1,040,725
17,794,206
5,588,372
787,026
260,576
109,727
786,351
2,541,130
3,540,900
73,598,603

39.8%
0.8%
0.0%
0.3%
0.3%
6.3%
0.1%
0.0%
0.1%
0.5%
0.8%
6.3%
0.0%
0.5%
1.4%
24.2%
7.6%
1.1%
0.4%
0.1%
1.1%
3.5%
4.8%

100.0%

款 決算額（千円） 構成比

議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金
合計

460,740
6,052,753
31,392,086
6,996,916
75,729

1,805,404
1,282,892
7,984,003
2,665,463
7,135,800
48,765

4,149,996
100,000

70,150,547

0.7%
8.6%
44.7%
10.0%
0.1%
2.6%
1.8%
11.4%
3.8%
10.2%
0.1%
5.9%
0.1%

100.0%

款 決算額（千円） 構成比

〇歳入は、収入された時点で使い道が特定されていない一般
　財源と、収入された時点で使い道が特定されている特定財
　源に分けることができます。
〇特定財源は、決められた用途にしかお金を使うことができない
　ため、一般財源が多いほうが行政活動にゆとりが生まれます。
〇歳入のうち、最も主要なものである市税は約293億円の収入
　があり、全体の39.8％を占めています。

〇歳出を目的別に分類すると、民生費が44.7％と最も多くを
　占めています。
〇民生費は、高齢者や障がい者、子ども子育てに関する費用
　など、社会福祉のための経費です。

〇歳入735億9,860万3千円と歳出701億5,054万7千円との差額34億4,805万6千円のうち、16億円を財政調整基金に積み立てて、残りの18億4,805万
　6千円は繰り越して、令和３年度中に完了せず令和４年度へ繰り越した事業や、令和４年度に緊急的に行う事業などの財源として使用します。

歳　出〈目的別〉

※構成比などについては、表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合があります。

※構成比などについては、表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合があります。
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3.決算の推移

　基金残高の推移

　性質別歳出と一般財源の推移

　経常収支比率の推移

〇歳出を性質別に分類すると、大きく義務的経費・投資的経費・
　その他の経費に分かれます。
〇義務的経費とは、人件費・扶助費・公債費の３つで、市として
　支払い義務を負っており任意に節減できない経費です。
〇投資的経費とは、将来に資産として残る公共建築物やイン
　フラの整備を行う普通建設事業と災害復旧事業に係る経
　費です。
〇その他の経費には、物件費や公営事業会計への繰出金など
　が含まれています。

〇10年間の推移を見ると、人件費は横ばいで推移していましたが、令和２年度から会計年度任用職員制度が開始したことにより増加
　しています。公債費は、ごみ処理施設の更新などに係る市債の償還により増加しています。扶助費は増加傾向にあり、令和３年度は
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた世帯への給付金などの支給により大きく増加しています。
〇投資的経費については、公共施設の建設や大規模改修などを実施する年度は突出して増えています。
〇一般財源は年度間であまり増減がありませんので、義務的経費が増えるとその分投資的経費やその他の経費に使える一般財源が
　少なくなります。

〇基金とは貯金のことで、市では目的別に複数の基金を管
　理し、その目的に応じて積立てや取崩しをしています。 
〇財政調整基金は、財源不足に備えるために積み立ててい
　る基金であり、令和３年度末残高は、約82億円です。  
〇地方債減債基金は、公債費負担を平準化するために設置
　した基金であり、令和3年度は取崩しをせず、年度末残高
　は約23億円です。     
〇その他の基金には公共施設整備基金などがあり、令和3
　年度末残高は、約18億円です。    
 

〇経常収支比率とは、市税などの経常的な収入が、義務的
経費などの経常的な経費にどれぐらい使われているかを
表す指標です。比率が低いほど、財政運営に弾力性がある
（余力がある）と言えます。    
令和３年度：88.9％（令和２年度：92.1％　△3.2％）
〇経常収支比率は、令和３年度決算において、扶助費などは
増額となったものの、地方消費税交付金の増加などにより
3.2ポイント減少しました。
〇今後については、扶助費や公債費の増加が見込まれるため、
　大幅に比率を下げることは難しい状況です。   

※構成比などについては、表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合があります。

人件費
扶助費
公債費
物件費
維持補修費
補助費等
繰出金
積立金
投資出資貸付金
普通建設事業
災害復旧事業
合計

13,900,544
21,628,819
4,149,996
10,551,937
1,248,764
5,314,290
5,432,888
273,918
2,163,843
5,436,783
48,765

70,150,547

19.8%
30.8%
5.9%
15.0%
1.8%
7.6%
7.7%
0.4%
3.1%
7.8%
0.1%

100.0%

区分 決算額（千円） 構成比
歳　出〈性質別〉

決算書や決算資料は市のホームページ（　https://www.city.suzuka.lg.jp/gyosei/plan/zaisei/index2.html）をご覧ください。
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